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④代表交通手段 

平成10年（1998年）から平成30年（2018年）までの代表交通手段の推移をみると、公共交通利用

（特に鉄道）の割合は増加している一方、自動車利用の割合は減少しています。 

 

【代表交通手段の推移】 

 
出典：パーソントリップ調査 
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４．産業動向 
①産業大分類別就業人口の推移 

平成12年（2000年）以降、本市の就業人口は増加傾向を示していましたが、平成27年（2015年）

をピークに減少しています。就業率※は平成12年（2000年）以降減少が継続し、平成22年（2010年）

からは60％を下回るようになっています。 

 
※15歳以上人口に占める就業者の割合。就業率（％）＝就業者/15歳以上人口×100。 

 

【就業人口及び就業率の推移】 

 
出典：国勢調査 

 

直近10年間、産業大分類別就業人口の構成は概ね同様であり、卸売業・小売業の就業人口が最も

多く、次いで製造業と医療・福祉となっています。同分類における就業人口の変化をみると、情報

通信業、医療・福祉における就業人口の増加は大きく、製造業における就業人口はやや減少してい

ます。 
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【産業大分類別就業人口の推移】 

 
出典：国勢調査 

 

②農業 

平成12年（2000年）以降、本市の総農家数、農業就業人口及び経営耕地面積のいずれも減少傾向

にあります。 

 

【総農家数、農業就業人口及び経営耕地面積の推移】 

 
出典：統計あさか 
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③工業 

リーマンショックが発生した平成20年（2008年）以降、本市の製造業における事業所数と製造品

出荷額等は減少傾向を示していましたが、平成29年（2017年）を境に微増傾向に転じています。従

業者数は4,000人台で横ばいの推移を継続しています。 

 

【事業所数、従業者数及び製造品出荷額等の推移】 

 
※平成23年(2011年)の数値は平成24年（2012年）経済センサス（活動調査）、平成27年(2015年)の数値は平成28年

（2016年）経済センサス（活動調査）、令和２年（2020年）の数値は令和３年（2021年）経済センサス（活動調

査）によるものである。 

令和３年（2021年）の数値は令和４年（2022年）経済構造実態調査によるものである。 

その他の年次の数値は工業統計調査によるものである。 

出典：工業統計調査、経済センサス（活動調査）、経済構造実態調査 
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④商業 

卸売業、小売業はともに、商店数は概ね横ばいで推移しており、従業者数はやや増加しています。

年間商品販売額では、小売業と比べ、卸売業の方が近年増加傾向にあります。 

 

【商店数、従業者数及び年間商品販売額の推移】 

 

 
※平成24年(2012年)の数値は経済センサス（活動調査）、平成28年(2016年)の数値は経済センサス（活動調査）、令

和３年（2021年）の数値は経済センサス（活動調査）によるものである。 

その他の年次の数値は商業統計調査によるものである。なお、平成26年（2014年）調査は、日本標準産業分類の

第12回改訂及び調査設計の大幅変更を行ったことに伴い、前回実施の平成19年（2007年）調査の対象とは大きく

異なることがある。 

出典：商業統計調査、経済センサス（活動調査） 
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小売吸引力指数※では、令和３年（2021年）本市の小売吸引力指数は0.59であり、周辺都市のう

ち、最も低くなっており、市内の購買力は市外に流出していることが伺えます。 

 

※各市人口１人当たり販売額を県の人口１人当たり販売額で除した値。 

地域が買い物客を引き付ける力を現す指標で、指数が１以上の場合は、買い物客を外部から引き付け、１未満の

場合は、外部に流出しているとみることができる。 

 

【令和３年（2021 年）小売吸引力指数の比較】 

 
出典：経済センサス（活動調査）、埼玉県推計人口（令和３年（2021年）６月１日現在） 
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⑤各種都市機能の分布 

本市には病院が３軒立地しており、市街化区域内に１軒、市街化調整区域内に２軒立地していま

す。診療所は市外に立地している志木駅を含め、鉄道駅周辺への集積分布がみられます。 

医療施設の徒歩圏をみると、一般的な徒歩圏である800ｍ圏は概ね市街化区域全域をカバーして

いますが、高齢者徒歩圏とされる500ｍ圏は市街化区域の縁辺部及び根岸台の一部など、カバーで

きていないエリアがあります。 

 

【医療施設※１及び徒歩圏※２の分布】 

 
※１ 病院と診療所（内科、外科、小児科、産科）を対象とした。 

※２ 国土交通省「都市構造の評価に関するハンドブック」により、一般的な徒歩圏は800ｍ、高齢者徒歩圏は500

ｍとする。 

出典：市内の医療施設は市内の病院・診療所一覧（令和３年（2021年）２月時点、歯科除く）、

市外の医療施設は埼玉県医療機能情報提供システムより抽出（令和４年（2022年）３月時点） 
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本市では、市街化調整区域にも福祉施設の立地がみられます。 

福祉施設の徒歩圏をみると、一般的な徒歩圏である800ｍ圏は概ね市街化区域全域をカバーして

いますが、高齢者徒歩圏とされる500ｍ圏は市街化区域の中でもカバーできていないエリアが広く

みられます。ただし、多くの通所介護施設の利用においては車による送迎サービス出利用者の利便

を確保しています。 

 

【福祉施設※及び徒歩圏の分布】 

 
※デイサービス等の通所系介護施設を対象にした。 

出典：埼玉県介護事業所・生活関連情報検索システムより抽出（令和４年（2022年）３月時点） 
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本市では、子育て支援施設は市内に分散して立地しています。 

子育て支援施設の徒歩圏をみると、一般的な徒歩圏である800ｍ圏は市街化区域全域をカバーし

ており、高齢者徒歩圏とされる500ｍ圏も概ね市街化区域全域をカバーしています。 

 

【子育て支援施設※及び徒歩圏の分布】 

 
※幼稚園、保育所、認定こども園、地域型保育施設、家庭保育室を対象にした。 

出典：朝霞市HP等より抽出（令和４年（2022年）３月時点） 
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本市では、スーパーマーケット・ドラッグストアは市外に立地している志木駅を含め、鉄道駅周

辺おける集積がみられるほか、市街化区域内にもが点在しています。従って、一般的な徒歩圏であ

る800ｍ圏は概ね市街化区域全域をカバーしており、市街化区域における買物の利便性が確保され

ていることが伺えます。 

一方、高齢者徒歩圏とされる500ｍ圏は市街化区域で一部カバーできていないエリアがみられま

すが、それらのエリアはコンビニエンスストアの500ｍ圏に概ね含まれ、コンビニエンスストアに

より日常生活における買物への需要を補足されています。 

 

【商業施設※及び徒歩圏の分布】 

 

※日常的に食料品・日用品等の買物を行うスーパーマーケット・ドラッグストア、コンビニエンスストアを対象に

した。 

出典：iタウンページ及びインターネット検索より収集（令和４年（2022年）３月時点） 
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広く市民に利用される広域型の公共施設は概ね鉄道駅の800ｍ圏内に立地しています。朝霞駅周

辺と比べ、北朝霞・朝霞台駅周辺では広域型公共施設の立地が比較的少ないです。 

身近な利用が主となる地域型の公共施設は地域コミュニティの利用が主体であるため、市街化区

域内に広く分布しています。そのうち、保健・福祉系施設（老人福祉センター等）や子育て支援系

施設（児童館等）の分布は地域の偏りがみられます。 

 

【公共施設の分布】 

 
出典：市民ハンドブックあさか及び朝霞市HP等より抽出（令和４年（2022年）３月時点） 
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５．市街化動向 
①土地区画整理事業 

本市では、土地区画整理事業は９地区、約155haが計画されており、市街化区域の約14.4％を占め

ています。そのうち、８地区における事業が完了しており、１地区は令和11年度に完了することに

向けて、事業施行中となっています。 

 

【土地区画整理事業（令和５年（2023 年）２月 13 日現在）】 

 

 
出典：朝霞市HP、都市計画情報 

開始 完了

1 北朝霞土地区画整理事業 市 昭和44年 昭和49年 約85.5 完了

2 広沢土地区画整理事業 市 昭和61年 平成17年 約29.6 完了

3 本町一丁目土地区画整理事業 組合 平成５年 平成11年 約6.9 完了

4 向山土地区画整理事業 組合 平成５年 平成20年 約4.8 完了

5 越戸土地区画整理事業 組合 平成６年 平成８年 約1.6 完了

6 根岸台五丁目土地区画整理事業 組合 平成８年 平成30年 約11.6 完了

7 岡一丁目土地区画整理事業 個人 平成27年 平成29年 約0.8 完了

8 宮戸二丁目土地区画整理事業 組合 平成29年 令和２年 約1.7 完了

9 あずま南地区土地区画整理事業 組合 令和４年 - 約13.5 施行中

施行年度 面積
(ha)

進捗状況地区名 施行者



II-37 

②市街地開発事業 

本市では、令和２年（2020年）において市街地開発事業が182.2ha計画されており、市街化区域の

約17％を占めています。平成27年（2015年）と比べ、約0.5％、7ha程度増えています。 

 

【市街地開発事業】 

 

 
出典：都市計画基礎調査 

市街化区域
面積(ha)

計画区域
面積(ha)

実施中+完了
面積(ha)

計画区域
面積率(％)

整備済・整備中
面積率(％)

平成27年 1,063.6 175.5 175.5 16.5% 16.5%

令和２年 1,063.6 182.2 182.2 17.1% 17.1%
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６．都市基盤整備 
①都市公園等の状況 

本市では、都市公園が44箇所、約31haあり、1人当たりの公園面積は約2.14㎡/人となっています。

そのうち、都市計画決定された都市計画公園は19箇所、約20haあり、1人当たりの面積は約1.39㎡/

人となっています。 

都市公園及び誘致圏※の分布をみると、都市公園の多くは市街化区域内に分布しており、特に鉄

道駅周辺及び武蔵野台地に集積し、その区域のほとんどが都市公園の誘致圏にカバーされています。

一方、北朝霞・朝霞台駅より西側の市街化区域においては、公園誘致の空白地域が多くみられます。

なお、志木市と隣接しているエリアには児童遊園地が多く分布していることから、当該エリアに一

定程度緑地が確保されていると考えられます。 

 

※都市計画運用指針により、都市公園の誘致距離について、街区公園は250ｍ、近隣公園は500ｍ、地区公園は1ｋｍ

を標準とする。 

 

【都市公園等の状況（令和５年４月１日現在）】 

 
出典：朝霞市資料 

 

箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha) 箇所 面積(ha)

35 8.33 3 4.17 3 14.39 2 1.54 1 2.43 44 30.86 2.14

うち)都市計

　 画決定済
14 3.13 2 2.49 3 14.39 0 0 0 0 19 20.01 1.39

箇所 面積(ha)

83 2.8
児童遊園地

都市緑地 合計 一人当たり
公園面積
（㎡）

都市公園

街区公園 近隣公園 地区公園 歴史公園
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【都市公園等及び誘致圏の分布】 

 
出典：朝霞市資料 



II-40 

②公共下水道 

本市は現在土地区画整理事業が事業中のあずま南地区を除き、概ね市街化区域全域が処理区とな

っています。また、公共下水道の普及率及び水洗化率はいずれも100％に近い水準となっています。 

 

【公共下水道整備水準の推移】 

 
出典：統計あさか 

【公共下水道処理区】 

〔雨水〕                    〔汚水〕 

 
出典：朝霞市資料 
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７．防災 
本市には、主な災害リスクとして、洪水浸水、内水浸水、土砂災害、地震と液状化があります。 

 

①洪水浸水 

計画規模降雨(L1)※１が発生する際に、荒川及び新河岸川沿いの低地と黒目川沿いの低地のほとん

どが浸水し、特に上内間木、下内間木、根岸、台などの一部では3ｍ以上の浸水が想定されます。 

想定最大規模降雨(L2)※２が発生する際に、市街化調整区域の大半は浸水深が5ｍ以上と想定され

る区域となっており、市街化区域内においても一部浸水が想定される区域があります。 

また、想定最大規模降雨の際に、万が一堤防が決壊し、家屋の倒壊や流出するおそれのある家屋

倒壊等氾濫想定区域※３は市街化調整区域に広がっています。 

 
※１ 水防法に基づき、100～200年に１回程度の規模の降雨により河川が破堤した場合の浸水想定区域。（荒川流

域：３日間総雨量が516mm、新河岸川流域：48時間総雨量が332.6mm。） 

※２ 水防法に基づき、1000年に１回程度の規模の降雨により河川が破堤した場合の浸水想定区域。（荒川流域：

３日間総雨量が632mm、新河岸川流域：48時間総雨量が746mm。） 

※３ 想定最大規模降雨により近傍の堤防が決壊したときに、一般的な家屋の倒壊や流出をもたらすような氾濫流

や河岸侵食が発生する恐れがある区域。 

氾 濫 流-堤防決壊による強い水の流れ（流体力）により家屋が倒壊・流出する危険がある区域。 

河岸侵食-水の力により河岸が侵食され（削り取られ）、家屋の基礎を支える地盤が流出する危険がある区域。 
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【洪水浸水想定区域（L1）】 

 
出典：朝霞市立地適正化計画 
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【洪水浸水想定区域（L2）】 

 
出典：朝霞市立地適正化計画 
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②内水浸水 

内水による浸水は市街化区域、市街化調整区域を問わず市内で発生しています。 

 

【内水（雨水出水）浸水実績】 

 
出典：朝霞市立地適正化計画 
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③土砂災害 

土砂災害警戒区域（イエローゾーン）・土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）は台地の縁とな

っている泉水、膝折町、根岸台、岡、宮戸に小規模な範囲で点在しています。 

 

【土砂災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域】 

 
出典：朝霞市立地適正化計画 
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本市では、谷埋め型盛土造成地が８箇所あり、いずれも市街化区域内に分布しています。 

 

【大規模盛土造成地の分布】 

 
出典：朝霞市立地適正化計画 
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④地震 

東京湾北部地震［M7.3］が発生した場合、市ほぼ全域で震度６弱以上の揺れが発生すると予想さ

れます。また、内間木、浜崎、台の一部地域では震度６強となることが予想されます。 

 

【地表震度分布（東京湾北部地震［M7.3］）】 

 
出典：朝霞市立地適正化計画 



II-48 

市内では、国等による住宅密集地の指標（住宅戸数密度30戸/ha以上かつ不燃領域率40％未満）に

該当する地域は朝志ヶ丘３丁目の１箇所のみとなっていますが、他地区でも住戸数密度が高い等住

宅密集の傾向がみられる地区も存在します。 

 

【住宅密集地（火災・地震）】 

 
出典：朝霞市立地適正化計画 



II-49 

⑤液状化 

東京湾北部地震［M7.3］が発生した場合、市内東部の内間木地区に液状化危険度の高いエリアが

広く分布しており、市街化区域との境にあたる田島や根岸台、宮戸の一部では、液状化危険度がや

や高いエリアもみられます。一方、一部エリアを除き、市街化区域のほとんどは液状化の危険性が

極めて低いと予想されます。 

 

【液状化危険度分布（東京湾北部地震［M7.3］）】 

 
出典：朝霞市立地適正化計画 
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８．財政 
①財政力指数 

本市の財政力指数※は直近５年間横ばいの推移を継続しており、埼玉県平均値より上回っていま

すが、近隣都市のうち、戸田市と和光市に次ぎ中位の水準となっています。 

 

※地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均値。 

財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。 

 

【財政力指数の推移】 

 
出典：地方公共団体の主要財政力指標一覧 
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②歳入・歳出 

本市の歳入内訳の推移をみると、市税が徐々に増加している一方、国・県の支出金も多くなって

います。 

歳出内訳の推移をみると、扶助費の増加傾向が顕著にみられ、令和４年度（2022年度）の扶助費

は10年前の約1.5倍となっています。 

 

【歳入の推移】 

 
出典：朝霞市の財政 

 

【歳出の推移】 

 
出典：朝霞市の財政 
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③公共施設の更新・改修費の試算 

公共施設の老朽化に伴い、今後施設の更新・改修費等も増大する見込みとなっています。 

 

【公共施設の更新・改修費の試算】 

 
出典：朝霞市公共施設等マネジメント実施計画 

 
 

 


